
 
航空機関連産業外部研修事業補助金交付要綱 

 
 
（通則） 
第１条 航空機関連産業外部研修事業補助金（以下「補助金」という。）の交付については、北海

道補助金等交付規則（昭和47年北海道規則第34号。以下「交付規則」という。）、国の「雇用開
発支援事業費等補助金（地域活性化雇用創造プロジェクト）交付要綱」、「地域活性化雇用創造
プロジェクト実施要領」によるほか、この要綱に定めるところによる。 

 
（目的） 
第２条 この補助金は、道内企業の航空機関連産業へ事業転換や経営多角化等を支援し、本道もの

づくり産業における良質で安定的な雇用創造及び産業の振興を図ることを目的とする。 
 
（補助対象事業） 
第３条 補助金の交付の対象となる事業は、第４条に規定する補助対象者が、航空機関連産業特有

の品質管理や製造加工のノウハウ・技術力等修得等のために実施する外部研修事業とする。 
 
（補助対象事業者） 
第４条 補助金の交付対象となる者は、道内に主たる事務所又は事業所を有し、かつ以下の条件を

満たした者（以下「補助事業者」という。）とする。 
⑴ 雇用保険適用事業所の補助事業者であること。 
⑵ 厚生労働省が実施している雇用関係助成金について、不正受給をしてから３年以内または、
補助金の交付申請日後、補助金の交付決定日までの間に不正受給をした補助事業者でないこと。 
⑶ 労働保険料を滞納している補助事業者でないこと。（補助金の交付申請した年度の前年度よ
り前の年度の労働保険料を滞納していないこと。） 
⑷ 補助金の交付申請日の前日から過去１年間に労働関係法令の違反を行っていない補助事業者
であること。 
⑸ 補助事業者は、地域活性化雇用創造プロジェクト・北海道企画提案において支援対象とする、
次の業種等の事業者であること。 

プロジェクト名 支援対象となる業種等 

先端的産業分野のデジタル化推進による生産性向上 
（先端的産業分野） 

ものづくり産業、航空機関連産業 

 
（補助対象経費等） 
第５条 補助対象事業、補助率、補助対象経費及び上限額は、次表のとおりとし、予算の範囲内に

おいて補助金を交付する。 

補助対象経費 補助率 上限額 

負担金（研修受講料）、需用費（教材
費）、旅費（交通費、宿泊料等）、使
用料及び賃借料（レンタカー借上等）、
その他知事が特に必要と認める経費 

補助対象経費
の１／２以内 

事業年度あたり、１社につき100万
円以内（従業員１名につき50万円以
内） 

⑴ 交通費のうち航空賃は、普通運賃の額の範囲内の額とする。なお、航空賃には、空港施設利
用料を含む。 
⑵ 移動については、可能な限り公共交通機関を利用することとし、自動車のリース及び使用に
ついては、公共交通機関の利用では円滑な事業運営ができない場合に限ることとし、必要最低
限の台数とする。 
⑶ 宿泊料は、北海道職員等の旅費に関する条例第18条第１項に定める特定職員以外の者の額を
上限とする。 
東京都、大阪市、名古屋市、横浜市、京都市、神戸市 10，900円 
上記以外の地域                   9，800円 
⑷ 宿泊数は、研修派遣等にかかる日数に前後泊を加えた日数を上限とする。 
⑸ 往復の航空賃及び宿泊料金が一体となったいわゆるパック旅行を利用する場合は、前記⑴の
航空賃及び同⑵の宿泊料の合計額を上限とする。 
⑹ 他の用務により通常の勤務地とは別の地域から研修派遣等実施地域へ移動する場合は、当該
別の地域（国内に限る。）から研修派遣等実施地域までの交通費を対象とする。その上限は、
通常の勤務地から研修派遣等実施地域までの交通費の額とする。また、研修派遣等の終了後、
他用務地へ移動する場合も、同様とする。 

なお、他の用務地に前後泊する場合は、上記⑶の規定によらず、当該前後泊に要する宿泊料
は対象としない。 
⑺ 精算時に必要な根拠書類は第12条第２項⑸を参照する。 
２ 補助金の交付額は、補助対象経費の実支出額の合計額に補助率を乗じて得た額と補助限度額



を比較していずれか低い方の額とする。 
３ 補助金の額に1,000円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 
４ この補助金の補助対象経費に対し、他の補助金等（道以外の者が補助事業者等に対して交付
する補助金その他の助成を含む。）を受けている場合又は受ける予定となっている場合は、補
助対象としない。 

 
（補助金の交付の申請） 
第６条 補助事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、交付規則第３条の規定に基づき行

う告示の定めるところにより、補助金等交付申請書（経済第１号様式（平成25年北海道告示第10329
－22号に定める様式をいう。以下「経済第○号様式」において同じ。））を知事に提出しなけれ
ばならない。 
２ 交付の申請に必要な書類は次のとおりとする。 
⑴ 補助金等交付申請書（経済第１号様式） 
⑵ 事業計画書（経済第２号様式） 
⑶ 補助金等交付申請額算出調書（経済第７号様式） 
⑷ 経費の配分調書（経済第10号様式） 
⑸ 事業予算書（経済第11号様式） 
⑹ 資金収支計画書（経済第23号様式） 
⑺ 別に指示する様式 
３ 補助事業者は、補助金の交付申請時に当該補助金に係る消費税等仕入控除税額（補助対象経
費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち消費税法（昭和63年法律第108号）に規定す
る仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和25年法律第
226号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率等を乗じて得た金額を
いう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合には、これを減額して申請しなけ
ればならない。ただし、交付申請時において、当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明ら
かでない場合については、この限りでない。 

４ 前項のただし書きに該当する場合にあっては、交付決定に当たり、第15条に定める交付の条
件のほか、次の条件を付すものとする。 
⑴ 交付規則第14条の実績報告（以下「実績報告」という。）を行うに当たって、当該補助金に
係る消費税等仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち消費
税法（昭和63年法律第108号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と
当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合
計額に補助率等を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場
合には、これを補助金額から減額して報告しなければならない。 
⑵ 実績報告後に消費税及び地方消費税の確定申告により当該補助金に係る消費税等仕入控除税
額が確定した場合には、交付要綱の別記様式によりその金額（実績報告において、前項により
減額した場合にあっては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を速やかに知事に報告す
るとともに、当該金額を返還しなければならない。 

また、この補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかにならない場合又はない場合であっ
ても、その状況等について、当該補助金の額の確定の日の翌年６月30日までに知事に報告する
とともに、補助金に係る消費税等仕入控除税額の確定後は速やかに知事に報告し、当該金額を
返還しなければならない。 

 
（交付の決定） 
第７条 知事は前条の規定による交付申請を受けたときは、当該内容を審査し、適当と認めたとき

は速やかに交付決定を行い、補助事業者に通知するものとする。 
 
（補助事業の内容の変更） 
第８条 補助事業の内容を変更するときは、あらかじめ、経済第12号様式による補助事業等変更承

認申請書により知事の承認を受けなければならない。ただし、補助事業の目的に変更をもたらす
ものでない場合で、補助対象経費の20パーセント以内の金額の増減である場合は、この限りでは
ない。 

 
（補助事業の中止等） 
第９条 補助事業の執行を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ、経済第14号様式の

補助事業等中止（廃止）承認申請書により知事の承認を受けなれければならない。 
 
（事業遅延等の報告） 
第10条 補助事業等が期限までに完了しないとき又は補助事業等の遂行が困難となったときは、経

済第15号様式の補助事業等執行遅延（不能）報告書により速やかに知事に報告し、その指示を受
けなければならない。 

 
（申請の取下げ） 
第11条 補助事業者は、交付の決定の内容又はこれに付した条件に対して不服がある場合における

申請の取下げをすることができる期限は、補助指令書を受けた日から10日以内とする。 
なお、この場合、経済第13号様式による補助金等交付申請取下書を知事に提出しなければなら

ない。 
 
 



（実績報告） 
第12条 補助事業者は、補助事業が完了したとき（補助事業の廃止の承認を受けたときを含む。）

は、その日から30日を経過した日又は補助金の交付決定があった日の属する年度の３月10日のい
ずれか早い日までに、実績の報告を知事にしなければならない。 
２ 実績の報告に必要な書類は次のとおりとする 
⑴ 補助事業等実績報告書（経済第19号様式） 
⑵ 事業実績書（経済第２号様式） 
⑶ 補助金等精算書（経済第20号様式） 
⑷ 事業精算書（経済第22号様式） 
⑸ 次表に掲げる精算時における根拠書類 
⑹ 別に指示する様式 

区 分 精算時における根拠書類 

航空賃 領収書及び搭乗券または搭乗証明書（写し） 

鉄道、バス等運賃 領収書等（写し）（領収書の取得が困難な場合は、社会通念上、
合理的かつ経済的な経路で積算） 

宿泊料 領収書等、宿泊予約票等の利用内容・宿泊期間等が分かるも
の（写し） 

研修受講費、研修テキス
ト、レンタカー借上等 

領収書、料金表、カタログ等、実施内容・期間等の具体の内
容が分かるもの（写し）（料金表等の取得が困難な場合は、当
該価格等の理由や根拠が分かるもの） 

 
（額の確定等） 
第13条 知事は、前条の実績の報告を受けたときは、その内容を審査の上、適当と認めたときは、

交付すべき補助金の額を確定し、当該報告を受けた日から20日以内に補助事業者に通知する。 
 
（補助金の交付） 
第14条 補助金は、前条の規定により交付すべき補助金の額を確定した後に交付するものとする。 
 
（交付の条件） 
第15条 補助事業者に補助金を交付する場合は、「補助金等に係る標準様式の設定について（昭和

47年９月20日付け局総第453号副出納長通達）」第１号様式に定める交付の条件のほか、第８条、
第12条第１項及び次の条件を付すものとする。  
⑴ 補助事業の遂行及び収支状況について知事の要求があったときは、速やかに知事に報告しな
ければならない。 
⑵ 次表に掲げる補助事業に関する帳簿及び書類を備え、他の経理と区分してこれを整理してお
くとともに、補助事業の完了の日の属する年度の翌年度から５年間保存しなければならない。 
 

ア 収支に関する書類 帳簿、伝票、通帳、領収書、その他収支状況を確認できる書類等 

イ 補助金等の交付に
関する書類 

交付申請から実績報告に至るまでの申請書類、交付決定に関する
書類等 

 
 
 
 
附 則 
 この要綱は、令和４年６月１５日から施行する。 
 
 


